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１．新耐震指針に照らした耐震安全性評価の流れ
２

は中間報告対象

施設の耐震安全性評価

原子炉建物基礎地盤
の安定性評価

地震随伴事象に対する考慮
（原子炉建物周辺斜面の安定性）

（津波に対する安全性）

解析結果等

安全上重要な建物・構築物
の耐震安全性評価

解析結果等

屋外重要土木構造物
の耐震安全性評価

安全上重要な機器・配管系

の耐震安全性評価

基準地震動Ss



評価方針

中間報告（改訂版）における評価対象施設は，新耐震指針によるＳクラスの施設のうち，原子炉を

「止める」，「冷やす」，放射性物質を「閉じ込める」に係る安全上重要な機能を有する主要な施設を

対象としている。

本資料では，応答スペクトルに基づく基準地震動Ｓｓ（以下「応答スペクトル波」という。）及び断層

モデルを用いた手法による基準地震動Ｓｓ（以下「断層モデル波」という。）に対する評価結果につ

いて示す。

２．施設の耐震安全性評価方針 －敦賀１号機－

［評価対象施設］

止める
①炉心支持構造物
②制御棒

冷やす
③原子炉停止時

冷却系ポンプ
④原子炉停止時

冷却系配管

閉じ込める
⑤原子炉圧力容器
⑥主蒸気系配管
⑦原子炉格納容器

上記施設を内包する
建物

⑧原子炉建屋

1．建物・構築物の評価

基準地震動Ssによる時刻歴応答解析により求めた

耐震壁の最大応答せん断ひずみと評価基準値を比

較（⑧）

2．機器・配管系の構造強度評価

基準地震動Ssを想定した場合に施設に生じる応力

（発生値）を算出し，評価基準値（材料毎に定められ

た許容応力）と比較（①③④⑤⑥⑦）

3．機器・配管系の動的機能維持評価

（制御棒挿入性）

基準地震動Ssを想定した場合の燃料集合体相対

変位を算定し，評価基準値（加振時の挿入試験に

より規定時間内に制御棒の挿入が確認された燃料

集合体の相対変位）と比較（②）

［評価方法］

３



入力

：質点

：無質量質点

：水平方向剛接続
　（回転拘束無し）

：質点

：無質量質点

：水平方向剛接続
　（回転拘束無し）
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３．（１） 評価方針 （建物・構築物の評価の流れ） －敦賀１号機－

時刻歴応答解析

解析モデルの概念図

耐震壁の最大せん断ひずみ
と評価基準値を比較

評価結果のイメージ

評価基準値

４

＜原子炉建屋の評価の流れ＞

解放基盤表面で定義される基準地震動SSを用い
て一次元波動論により算定した基礎下端および
側面ばね位置での応答波を解析モデルに入力

生体遮へい壁

外部遮へい壁

建屋のせん断ひずみ
を算出
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３．（２） 評価方法（原子炉建屋の解析モデルと物性値）－敦賀１号機－

原子炉建屋の解析モデルの概念図

５

原子炉建屋の解析モデル（水平方向）

地盤定数 建物の材料定数及び減衰定数

Ｓ波速度
（m/s）

せん断弾性係数

（kN/mm
２
）

単位体積重量

（kN/m
３
）

ポアソン比
ν

1600 6.14 23.5 0.38

：質点

：無質量質点

：水平方向剛接続
　（回転拘束無し）

：質点

：無質量質点

：水平方向剛接続
　（回転拘束無し）
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S／W

底面地盤ばね(Kh,Kθ)Kh
Kθ
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S／W
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19,000 19,000

38,000

19,000 19,000

38,000

SCALE：mm

【凡 例】

①生体遮へい壁（Ｓ／Ｗ）

②外部遮へい壁（Ｏ／Ｗ）

②

①

ヤング係数

（kN/mm
２
）

せん断弾性係数

（kN/mm
２
）

減衰定数
（％）

地上部
22.1

(Fc=22.1N/mm
２
)

9.21 5

地下部
（EL+3.2m以下）

22.8

(Fc=24.5N/mm
２
)

9.50 5

鉄筋コンクリート
構造物



３．（３） 地震応答解析結果 （原子炉建屋） －敦賀１号機－

最大加速度（ＥＷ方向）

６

EL (m)
42.30

38.53

31.00

EL (m)

18.28

23.40

11.40
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-7.90

0 1000 2000
(cm/s2 )

0 1000 2000
(cm/s2 )

【 O / W 】

【 S / W 】
31.00

23.40

11.40

3.20

-7.90

質点番号
最大応答加速度

（cm/ｓ
2
）

備考

7 2211 SS-7ＥＷ

6 1923 SS-7ＥＷ

5 1527 SS-DH

4 1226 SS-10ＥＷ

3 973 SS-10ＥＷ

2 1011 SS-DH

1 807 SS-10ＥＷ

基礎版上端 693 SS-10ＥＷ

質点番号
最大応答加速度

（cm/ｓ2）
備考

11 1527 SS-DH

10 1226 SS-10ＥＷ

9 1011 SS-DH

8 807 SS-10ＥＷ

基礎版上端 693 SS-10ＥＷ

※

※は，最大値となる基準地震動を示す。

※は，最大値となる基準地震動を示す。

※

SS－DH 

SS－1EW SS－2EW

【凡 例】

SS－3EW

SS－4EW SS－5EW SS－6EW
SS－7EW SS－8EW

SS－9EW SS－10EW

◇応答スペクトルによる基準地震動

◇断層モデルによる基準地震動

浦底－内池見断層

白木－丹生断層

Ｃ断層

和布－干飯崎沖～甲楽城断層



３．（４） 評価結果 （原子炉建屋） －敦賀１号機－

原子炉建屋評価結果

７
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：無質量質点

：水平方向剛接続
　（回転拘束無し）

：質点
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：水平方向剛接続
　（回転拘束無し）

11

10

9

EL＋42.30m

EL＋49.47m

EL＋23.40m

EL＋31.00m

EL＋11.40m

EL＋18.28m

EL ＋3.20m

EL －7.90m

EL＋38.53m

EL－10.15m

Ｓ／Ｗ

Ｏ／Ｗ

101

7

6

5

4

3

2

1

7

6

5

4

3

2

1

8

11

10

9

8

評価基準値

せん断ひずみγ(×10-3)
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*建屋解析モデルは，方向性なし
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せん断ひずみγ(×10-3)

評価基準値

γ= 2.0×10-3

【 O/W 】 【 S/W 】

Ss-5NSに対するせん断ひずみ評価結果

SS-DH SS-1 SS-2 SS-3 SS-4 SS-5 SS-6 SS-7 SS-8 SS-9 SS-10

O/W
（外部遮へい壁）

1.165
(部材5)

0.82
(部材5)

0.662
(部材5)

1.111
(部材5)

0.485
(部材5)

1.197
(部材5)

0.913
(部材5)

0.652
(部材5)

0.869
(部材5)

0.221
(部材3)

0.432
(部材3)

S/W
（生体遮へい壁）

0.232
(部材9)

0.231
(部材9)

0.201
(部材9)

0.320
(部材9)

0.183
(部材9)

0.249
(部材9)

0.223
(部材9)

0.188
(部材9)

0.212
(部材9)

0.105
(部材9)

0.141
(部材9)

O/W
（外部遮へい壁）

 同上
0.953

(部材5)
0.433
(部材3)

0.240
(部材3)

0.774
(部材5)

0.435
(部材3)

0.717
(部材5)

0.863
(部材5)

0.601
(部材5)

0.348
(部材5)

0.995
(部材5)

S/W
（生体遮へい壁）

 同上
0.198

(部材9)
0.152
(部材9)

0.114
(部材9)

0.185
(部材9)

0.172
(部材9)

0.183
(部材9)

0.180
(部材9)

0.175
(部材9)

0.160
(部材9)

0.301
(部材9)

部位
評価結果

せん断
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γ（×10－3）

NS方向*
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EW方向*
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評価項目 解析方向
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Ss-3NSに対するせん断ひずみ評価結果



新耐震指針によるＳクラスの施設のうち，原子炉を「止める」，「冷やす」，放射性物質を「閉じ

込める」に係る安全上重要な機能を有する主要な施設を対象としている。

止める

①炉心支持構造物

②制御棒

冷やす

③原子炉停止時
冷却系ポンプ

④原子炉停止時

冷却系配管

閉じ込める

⑤原子炉圧力容器

⑥主蒸気系配管

⑦原子炉格納容器

４．（１） 評価方針 （機器・配管系の評価対象施設） －敦賀１号機－
８



４．（１） 評価方針 （評価対象施設の評価部位） －敦賀１号機－

Ａ部

Ｂ部詳細

Ｂ部

原子炉圧力容器
（基礎ボルト）
材質S30C[炭素鋼]
温度57℃

制御棒の挿入性
（燃料集合体）

炉心支持構造物
（ｼｭﾗｳﾄﾞｻﾎﾟｰﾄ）

材質NCF600-P[高ﾆｯｹﾙ合金]

温度297℃

原子炉停止時冷却系ポンプ
（基礎ボルト）
材質 S20C[炭素鋼]
温度 65.6℃

Ａ部詳細

原子炉格納容器
（ﾄﾞﾗｲｳｴﾙ）

材質 A201B[炭素鋼]
温度 138℃

：原子炉停止時冷却系配管
評価部位の材質STPT42 [炭素鋼]

温度302℃

：主蒸気系配管
評価部位の材質STPT42 [炭素鋼]

温度302℃

太 線：評価対象範囲

原子炉建屋

原子炉停止時
冷却系ポンプ

原子炉停止時
冷却系熱交換器

サプレッション
チャンバへ

９



４．（２） 評価方法 （構造強度の評価の流れ） －敦賀１号機－

基準地震動Ｓｓ

床応答スペクトルの算定
（床面の最大応答加速度の算定）

建屋地震応答解析における例

評価対象施設の
設置床面の揺れ

入 力

床面の最大応答加速度

評価対象施設の設置床面に

おける床応答ｽﾍﾟｸﾄﾙの作成

加
速
度

周 期

機器の固有周期

地震力の算定

建物
格納
容器

圧力
容器

炉内
構造物

入 力

高
さ

せん断力

評価対象施設における
せん断力算定の例

基準地震動Ｓｓ

大型機器地震応答解析
大型機器

地震応答解析

建屋

地震応答解析

地震力の算定
（加速度、せん断力，

モーメント，軸力）

床面の最大応答
加速度の算定

応答倍率法による評価 ※

機 器

詳細評価（スペクトルモー

ダル解析法等による評価）

配管系

床応答スペク
トルの算定

NO

YES発生値が評価

基準値以下か

詳細評価（スペクトルモー

ダル解析法等による評価）

詳細検討 評価終了

NO

YES発生値が評価

基準値以下か

NO

YES

詳細検討

発生値が評価

基準値以下か

＜ＢＷＲにおける評価の流れ＞

１０

※応答倍率法を用いずに詳細

評価を実施する場合もある。



基準地震動Ｓｓによる発生値の算定は，設計時での評価方法に応じて以下の方法①

または方法②で実施。

　方法① 基準地震動Ｓｓによる発生値 ＝　 設計時の応力　 ＋ 　設計時の応力 　× 　応答比

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （地震以外による応力）   （地震時による応力）

　方法② 基準地震動Ｓｓによる発生値 ＝ 　　　設計時の応力 　　　　　× 応答比

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（地震時及び地震以外による応力）

地 震

以 外方 法 ①
地 震

以 外
方 法 ②

地震及び地震以外

の全てに応答比を

乗じる。

地震分のみに

応答比を乗じる。

発
生
応
力

評価基準値

地 震

地 震

地 震

　＋

地 震

以 外

地 震

　＋

地 震

以 外

Ｓｓによる応力 Ｓｓによる応力
設計時の応力

４．（２） 評価方法 （構造強度の評価方法①） －敦賀１号機－ １１



応答比は以下による。

応答比 ＝
設計時の加速度

基準地震動Ｓｓによる加速度 各加速度は，水平加速度と鉛直加速度との二乗和平方
根より得られる値を用いる。

応答比Ａ２ 大型機器地震応答解析により得られる地震力（加速度，せん断力，モーメ
ント，軸力）を用いて応答比を算定

添字説明

Ｓｓ ： Ｓｓによるの地震力

Ｓ０ ： 設計時の地震力

ＭＡＸ ， ， ，
加速度Ｓｓ せん断力Ｓｓ ﾓｰﾒﾝﾄＳｓ 軸力Ｓｓ

加速度Ｓ０ せん断力Ｓ０ ﾓｰﾒﾝﾄＳ０ 軸力Ｓ０

加速度による応答比の算定は応答比Ａ１の方法と同じ

応答比 ＝
設計時の地震力

基準地震動Ｓｓによる地震力
大型機器地震応答解析により得られる地震力（加速度，せ
ん断力，モーメント，軸力）から算定される応答比の最大値
を用いる。

応答比 ＝

ＡＳｓＨ
２＋（１＋ＡＳｓＶ）２

ＡＳ０Ｈ
２＋（１＋ＡＳ０Ｖ）２

応答比 ＝

応答比Ａ１ 床面の最大応答加速度または床応答スペクトルより得られる加速度を用いて
応答比を算定

記号説明

ＡＳｓＨ ： Ｓｓによる水平加速度

ＡＳｓＶ ： Ｓｓによる鉛直加速度

ＡＳ０Ｈ ： 設計時の水平加速度

ＡＳ０Ｖ ： 設計時の鉛直加速度

ＡＳｓＨ
２＋（１＋ＡＳｓＶ）２

ＡＳ０Ｈ
２＋（１＋ＡＳ０Ｖ）２

応答比 ＝

１２４．（２） 評価方法 （構造強度の評価方法② ） －敦賀１号機－



大型機器地震応答解析

詳細検討 評価終了

NO

YES相対変位が
確認済相対変位

　　以下か

燃料集合体相対変位の算定

１３４．（２） 評価方法 （動的機能維持：制御棒挿入性の評価方法） －敦賀１号機－



大型機器地震応答解析モデル（水平方向）

原子炉格納容器

原子炉圧力容器

サーマルシールド

ｺﾝｸﾘｰﾄﾍﾟﾃﾞｽﾀﾙ

原子炉圧力容器等の概要

原子炉圧力容器

制御棒案内管
（ｶﾞｲﾄﾞﾁｭｰﾌﾞ）

シュラウド

スタンドパイプ

燃料集合体

ｼｭﾗｳﾄﾞｻﾎﾟｰﾄ

制御棒ﾊｳｼﾞﾝｸﾞ

炉内計測ﾊｳｼﾞﾝｸﾞ
（ｲﾝｺｱﾓﾆﾀﾊｳｼﾞﾝｸﾞ）

１４

原子炉建屋

原子炉格納容器

原子炉圧力容器

サーマル
シールド

スタンドパイプ

燃料集合体

ガイドチューブ

コンクリート

ペデスタル
制御棒

ハウジング
（内側）

制御棒
ハウジング

（外側）

インコア
モニタ

ハウジング
（内側）

インコア
モニタ

ハウジング
（外側）
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４．（３） 地震応答解析 （地震応答解析モデル①） －敦賀１号機－



大型機器地震応答解析モデル（鉛直方向）

原子炉格納容器

原子炉圧力容器

サーマルシールド

ｺﾝｸﾘｰﾄﾍﾟﾃﾞｽﾀﾙ

原子炉圧力容器等の概要

原子炉圧力容器

制御棒案内管
（ｶﾞｲﾄﾞﾁｭｰﾌﾞ）

シュラウド

スタンドパイプ

燃料集合体

ｼｭﾗｳﾄﾞｻﾎﾟｰﾄ

制御棒ﾊｳｼﾞﾝｸﾞ

炉内計測ﾊｳｼﾞﾝ
ｸﾞ
（ｲﾝｺｱﾓﾆﾀﾊｳｼﾞﾝｸﾞ）

１５

原子炉建屋

原子炉格納容器

原子炉圧力容器

サーマル
シールド スタンドパイプ/

シュラウド

燃料
集合体

ガイド
チューブ

コンクリート
ペデスタル

67

69 63

70 64

6572

6673

74

75
76

32
33
34
35
36
37
38
39
40
41
42
43
44
45
46
47
48
49
50

51

52
53
54
55
56
57
58
59
60
61

62

14

15

16

17

18

19
20

21

22
23

26
27

28

29

30

31

24

25

1
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13
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４．（３） 地震応答解析 （地震応答解析モデル②） －敦賀１号機－



床応答スペクトルは、建物の地震応答解析、または建屋と大型機器を連成した解析モデルによる地
震応答解析で得られた床応答時刻歴を用いて水平方向及び鉛直方向について算定

算定に当たっては、地盤や建屋の物性値のばらつきが床応答に与える影響を考慮し、「原子力発電
所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１－１９８７」を参考に周期軸方向に±１０％拡幅する。

なお、断層モデル波においては、全断層モデル波を包絡した床応答スペクトルにて評価を実施した。

原子炉建屋水平方向床応答スペクトル
（応答ｽﾍﾟｸﾄﾙ波 EL.＋11.4m 減衰1.5%）

原子炉建屋鉛直方向床応答スペクトル
（応答ｽﾍﾟｸﾄﾙ波 EL.＋11.4m 減衰1.5%）

１６４．（３） 地震応答解析 （床応答スペクトル） －敦賀１号機－



減衰定数は、原則として「原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１－

１９９１追補版 」に規定された値とし、試験等で妥当性が確認された値も評価に

用いる。

減衰定数（%）
対象施設

水平方向 鉛直方向

溶接構造物 1.0 1.0

ポンプ・ファン等の機械装置 1.0 1.0

燃料集合体 7.0 1.0

配管系 0.5 ～ 3.0 0.5 ～ 3.0

      

１７４．（３） 地震応答解析 （減衰定数①） －敦賀１号機－



減衰定数（％）＊ 
配管区分 

保温材有 保温材無 

Ⅰ スナッバ及び架構レストレイント支持主体の配管系で，

その支持具（スナッバ又は架構レストレイント）の数が 4

個以上のもの 

3.0 2.0 

Ⅱ スナッバ，架構レストレイント，ロッドレストレイント，ハ

ンガ等を有する配管系で，アンカ及びＵボルトを除いた

支持具の数が 4 個以上であり，配管区分Ⅰに属さない

もの 

2.0 1.0 

Ⅲ Ｕボルトを有する配管で，架構で水平配管の自重を受

けるＵボルトの数が 4 個以上のもの 
3.0 2.0 

Ⅳ 配管区分Ⅰ，Ⅱ及びⅢに属さないもの 1.5 0.5 

＊：「原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ4601-1991 追補版」から変更した箇所を下

線で示す。 

 

配管系の減衰定数

１８４．（３） 地震応答解析 （減衰定数②） －敦賀１号機－
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原子炉建屋

原子炉格納容器

原子炉圧力容器

サーマル
シールド スタンドパイプ/

シュラウド

燃料
集合体

ガイド
チューブ

コンクリート
ペデスタル

67

69 63

70 64

6572

6673

74

75
76

32
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基準地震動ＳＳによる大型機器地震応答解析により，評価部位におけるせん断力,モーメント及び

軸力を求め，各荷重のつり合い計算により基準地震動ＳＳによる発生値を算定する。

 
 

発生値 

(MPa) 

評価基準値

（MPa） 

応答ｽﾍﾟｸﾄﾙ波 140 

断層ﾓﾃﾞﾙ波 191 

207 
地震以外の荷重

基礎ボルトの応力算定大型機器地震応答解析

原子炉圧力容器
基礎ボルト評価位置

水平方向解析モデル 鉛直方向解析モデル

基準地震動ＳＳの荷重を算出

１９

 
 せん断力 

Ｈ（kN） 

曲げﾓｰﾒﾝﾄ 

Ｍ（kN・m） 

軸 力 

Ｎ（kN） 

 応答ｽﾍﾟｸﾄﾙ波 6830 37300 9860 

断層ﾓﾃﾞﾙ波 8960 56500 6650 

 
 
 軸 力 

Ｎ（kN） 

地震以外 
8630（最大）

7560（最小）

下図において、以下の関係が成り立っており、σｔ，σｃ，αを繰

り返し計算により求める。

○中立軸の位置と応力の関係
σｔ／（ｎ・σｃ）＝（１＋ｃｏｓα）／（１－ｃｏｓα）

○軸力Ｎと曲げモーメントＭのつり合い

Ｎ＋Ｗｔ－Ｗｃ＝０
Ｍ－Ｎ・ｒ・ｃｏｓα－Ｍｔ－Ｍｃ＝０

４．（４） 評価結果 （原子炉圧力容器） －敦賀１号機－



基準地震動ＳＳによる大型機器地震応答解析により，評価部位におけるせん断力,モーメント及び

軸力を求め，ＦＥＭ解析（弾性解析）で応答スペクトル波による発生値を算定する。また断層モデル

波による評価は、弾塑性解析により発生値を算定する。

 
 発生値 評価基準値 

応答ｽﾍﾟｸﾄﾙ波 209 MPa 250 MPa 

断層ﾓﾃﾞﾙ波 58200 kN・m 63300 kN・m 

原子炉建屋

原子炉格納容器

原子炉圧力容器

サーマル
シールド

スタンドパイプ

燃料集合体

ガイドチューブ

コンクリート

ペデスタル
制御棒

ハウジング
（内側）

制御棒
ハウジング

（外側）

インコア
モニタ

ハウジング
（内側）

インコア
モニタ

ハウジング
（外側）
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原子炉建屋

原子炉格納容器

原子炉圧力容器

サーマル
シールド スタンドパイプ/

シュラウド

燃料
集合体

ガイド
チューブ

コンクリート
ペデスタル

67

69 63

70 64

6572

6673

74

75
76

32
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52
53
54
55
56
57
58
59
60
61

62

14

15

16

17

18

19
20

21

22
23

26
27

28

29

30

31

24

25

1

2

3

8

9

4
5

10

11

12

13

6,7

68

71

大型機器地震応答解析

炉心支持構造物
ｼｭﾗｳﾄﾞｻﾎﾟｰﾄ評価位置

基準地震動ＳＳの荷重を算出 地震以外の荷重

シュラウドサポートの応力算定

水平方向解析モデル 鉛直方向解析モデル

・せん断力 ・モーメント

・軸力

評価部位

２０４．（４） 評価結果 （炉心支持構造物①） －敦賀１号機－



■内圧による応力の計算
解析モデルにＲＰＶ内の圧力条件を与え、各評価箇

所の１次応力の算出を行う。

■外荷重（地震荷重、機械荷重）による応力の計算
解析モデルに下表の荷重条件を与え、各評価箇所の

１次応力の算出を行う。

■応力評価
内圧，外荷重による応力の計算結果

を組み合わせて算出した応力が評価基
準値を超えないことを確認

外荷重
V2

外荷重
V1，H，M

拘束

内圧

拘
束

シュラウドリング
（NCF600-P）

下部鏡板
（SQV2A相当） 支持スカート

（SQV2A相当）

内張り材
（ステンレス鋼）

内
圧

P09 P10

P01

P02

P04

P03

P08

P07

P05

P06

内張り材
（ステンレス鋼）

コーン下部
（NCF600-P）

コーン下部（取付部）
（NCF600-P相当）

コーン上部
（NCF600-P）

補強溶接
（NCF600-P相当）

胴板
（SQV2A相当）

一次応力最大
の評価箇所

リング
（NCF600-P）

 
応力 

分類 

発生値 

(MPa) 

評価基準値 

（MPa） 

膜 

応力 
209 250 

 
軸力 

 
Ｖ１(kN) Ｖ２(kN) 

せん断力

Ｈ(kN)

モーメント

Ｍ(kN・m)

運転状態
Ｉ及びⅡ 

＋ 
地震荷重 

2178 10903 6910 41200 

２１４．（４） 評価結果（炉心支持構造物②：応答スペクトル波） －敦賀１号機－



 

 
ﾓｰﾒﾝﾄ M 

（kN・m） 

せん断力 H 

（kN） 

軸力 V1 

(kN)  

地震荷重 58200 9950 1080 

地震以外に

よる荷重 
― ― 588 

 

■地震以外による荷重を負荷する。

■地震荷重を０から比例増加させて、荷重と変位と
の関係を求める。

 
解析モデル図

変位着目点

0 . 0

0 . 2

0 . 4

0 . 6

0 . 8

1 . 0

1 . 2

1 . 4

1 . 6

1 . 8

2 . 0

0 2 4 6 8 1 0 1 2 1 4

変 位 （ m m ）

荷
重
／
設
計

上
の
地

震
荷
重
Ｓ

ｓ

荷 重 倍 率

弾 性 勾 配 の ２ 倍 の 直 線

1 . 2 1

1 .2 1 倍 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 ＝ 0 .9 × 1 .2 1 ＝ 1 .0 8 倍許 容 荷 重

〃 〃荷
重

倍
率

（
負

荷
荷

重
／

地
震

荷
重

）

＝０．９×１．２１＝１．０８９

■地震荷重が評価基準値＊を超えないことを確認

 
 

発生値 

(kN・m) 

評価基準値

(kN・m) 

断層ﾓﾃﾞﾙ波 58200 63300 

 
＊評価基準値：負荷荷重によるシュラウドの変位の挙動を示

した線図（実線）が弾性勾配の２倍の直線（破
線）と交わったときの荷重（地震荷重に対して
荷重倍率で１．２１倍）の０．９倍

２２

１．０８９

４．（４） 評価結果（炉心支持構造物③：断層モデル波） －敦賀１号機－
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大型機器地震応答解析による床応答スペクトルに基づいて，詳細評価（スペクトルモーダル解析

法）を実施し，配管に発生する応力を求める。

 

 
１次応力 

発生値 

(MPa) 

評価基準値 

（MPa） 

応答ｽﾍﾟｸﾄﾙ波 227 

断層ﾓﾃﾞﾙ波 231 

364 

大型機器地震応答解析
原子炉建屋

原子炉格納容器

原子炉圧力容器

サーマル
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燃料集合体
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ペデスタル
制御棒

ハウジング
（内側）

制御棒
ハウジング
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ハウジング
（外側）
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原子炉建屋

原子炉格納容器

原子炉圧力容器

サーマル
シールド スタンドパイプ/

シュラウド

燃料
集合体

ガイド
チューブ

コンクリート
ペデスタル

67

69 63

70 64

6572

6673

74
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水平方向解析モデル 鉛直方向解析モデル

最大応力発生部位

床応答スペクトルの策定

発生値の算定
（スペクトルモーダル解析の実施）

応答ｽﾍﾟｸﾄﾙ波（水平） 応答ｽﾍﾟｸﾄﾙ波（鉛直）

断層ﾓﾃﾞﾙ波（水平） 断層ﾓﾃﾞﾙ波（鉛直）

２３４．（４） 評価結果 （主蒸気系配管） －敦賀１号機－



基準地震動ＳＳによる建屋地震応答解析により，機器設置床の最大応答加速度を求め，詳細評価

を実施し、発生値を算定する。

２４

 
せん断応力

発生値 

(MPa) 

評価基準値 

（MPa） 

応答ｽﾍﾟｸﾄﾙ波 12 

断層ﾓﾃﾞﾙ波 13 
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建屋地震応答解析

水平方向解析モデル 鉛直方向解析モデル

最大応答加速度の算定

発生値の算定

外
壁
上
部
ｼｪ
ﾙ要

素

剛棒
シ
ェ
ル
要
素

バ
ー
要
素

ドーム部シェル要素
厚さ140mm

外壁上部シェル要素
等価厚さ491mm
頂部梁位置700mm
ｸﾚｰﾝｶﾞｰﾀﾞ-位置1000mm

頂
部
梁
位
置

ｸﾚ
ｰﾝ
ｶﾞ
ｰﾀ
ﾞｰ
位
置

外
壁
上
部
ｼｪ
ﾙ要

素

EL＋49.33m
（RFL）

EL＋42.39m

EL＋31.00m
（5FL）

EL＋23.40m
（4FL）

EL－7.90m

EL＋11.40m
（2FL）

EL＋3.20m
（1FL）

EL－10.15m

＜自由度拘束条件＞
節点番号
1～103,381
　：上下のみ自由
201～372
　：放射方向及び鉛直を自由
99：完全固定
各破線枠内の節点は鉛直変位共通
※質点3は無質量質点

18.6m

Ｓ／Ｗ

Ｏ／Ｗ

EL＋18.28m
（3FL）

 
 

設計用 

水平震度 

設計用 

鉛直震度 

応答ｽﾍﾟｸﾄﾙ波 0.90 0.95 

断層ﾓﾃﾞﾙ波 0.99 0.95 

建屋地震応答解析結果から算定される最大応答加
速度を１．２倍したものを設計用震度として用いる。

：重心

ＣＨ：設計用水平震度

ＣＶ：設計用鉛直震度

基礎ボルト

ＣＨ

転倒方向

ＣＶ

ｈ

ℓ１ ℓ２

L

引張応力 σｂ＝Ｆｂ ／ （ ｎｆ ・ Ａｂ ）

せん断応力 τｂ＝Ｑｂ ／ （ ｎ ・ Ａｂ ）

Ｆｂ ＝｛ｍｇ（ＣH＋Ｃｐ）ｈ＋Ｍｐ－ｍｇ（１－ＣV－Ｃｐ）ℓ1｝／Ｌ

Ｑｂ＝ｍｇ（ＣHｈ＋Ｃｐ ）

４．（４） 評価結果 （原子炉停止時冷却系ポンプ） －敦賀１号機－



建屋地震応答解析による床応答スペクトルに基づいて，詳細評価（スペクトルモーダル解析法）を

実施し，配管に発生する応力を求める。

 
１次応力 

発生値 

(MPa) 

評価基準値

（MPa） 

応答ｽﾍﾟｸﾄﾙ波 229 

断層ﾓﾃﾞﾙ波 224 
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建屋地震応答解析

水平方向解析モデル 鉛直方向解析モデル

最大応力発生部位
（応答スペクトル波）

床応答スペクトルの策定
応答ｽﾍﾟｸﾄﾙ波（水平） 応答ｽﾍﾟｸﾄﾙ波（鉛直）

発生値の算定
（スペクトルモーダル解析の実施）

外
壁
上
部
ｼｪ
ﾙ要

素

剛棒
シ
ェ
ル
要
素

バ
ー
要
素

ドーム部シェル要素
厚さ140mm

外壁上部シェル要素
等価厚さ491mm
頂部梁位置700mm
ｸﾚｰﾝｶﾞｰﾀﾞ-位置1000mm

頂
部
梁
位
置

ｸﾚ
ｰﾝ
ｶﾞ
ｰﾀ
ﾞｰ
位
置

外
壁
上
部
ｼｪ
ﾙ要

素

EL＋49.33m
（RFL）

EL＋42.39m

EL＋31.00m
（5FL）

EL＋23.40m
（4FL）

EL－7.90m

EL＋11.40m
（2FL）

EL＋3.20m
（1FL）

EL－10.15m

＜自由度拘束条件＞
節点番号
1～103,381
　：上下のみ自由
201～372
　：放射方向及び鉛直を自由
99：完全固定
各破線枠内の節点は鉛直変位共通
※質点3は無質量質点

18.6m

Ｓ／Ｗ

Ｏ／Ｗ

EL＋18.28m
（3FL）

２５
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断層ﾓﾃﾞﾙ波（水平） 断層ﾓﾃﾞﾙ波（鉛直）

４．（４） 評価結果 （原子炉停止時冷却系配管） －敦賀１号機－



基準地震動ＳＳによる大型機器地震応答解析により，評価部位における加速度，せん断力，モーメント及び垂直

荷重を求め，設計時とのそれぞれの応答比の最大値を用いて基準地震動ＳＳによる発生値を算定する。

0.822+(1+0.65)2      180000     9420     1.65

0.352+(1+0.24)2      108200     7368     1.24
応答比 ＝ ＭＡＸ ， ， ，

基準地震動ＳＳの地震力

・加速度 ・せん断力

・モーメント ・垂直荷重

 
引張応力 

発生値

(MPa) 

評価基準値 

（MPa） 

応答ｽﾍﾟｸﾄﾙ波 159 

断層ﾓﾃﾞﾙ波 192 

332 原子炉圧力容器
ドライウエル評価位置 原子炉建屋

原子炉格納容器

原子炉圧力容器

サーマル
シールド スタンドパイプ/

シュラウド

燃料
集合体

ガイド
チューブ

コンクリート
ペデスタル

67

69 63
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1

2

3

8
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6,7

68

71

原子炉建屋

原子炉格納容器

原子炉圧力容器

サーマル
シールド

スタンドパイプ

燃料集合体

ガイドチューブ

コンクリート

ペデスタル
制御棒

ハウジング
（内側）

制御棒
ハウジング

（外側）

インコア
モニタ

ハウジング
（内側）

インコア
モニタ

ハウジング
（外側）

Ｋｓ３ Ｋｒ

1

3 11

4 12
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2
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応答倍率法
（応答ｽﾍﾟｸﾄﾙ波の応答比＝1.664）
（断層ﾓﾃﾞﾙ波の応答比 ＝ 2.015）

地震荷重

地震以外の荷重

ドライウエル
の応力評価

設計時の地震力

・加速度 ・せん断力

・モーメント ・垂直荷重

設計時の
発生値
95 MPa

設
計
時

耐
震
安
全
性
評
価
（中
間
報
告
）

＝ ＭＡＸ 〔 1.431 ， 1.664 ， 1.279 ， 1.331 〕

大型機器地震応答解析モデル
（水平方向）

大型機器地震応答解析モデル
（鉛直方向）

応答ｽﾍﾟｸﾄﾙ波

応答比 ＝ ＭＡＸ ， ， ，

＝ ＭＡＸ 〔 1.326 ， 2.015 ， 1.697 ， 1.226 〕

0.782+(1+0.52)2      218000    12500    1.52

0.352+(1+0.24)2      108200     7368     1.24

断層ﾓﾃﾞﾙ波

２６４．（４） 評価結果 （原子炉格納容器） －敦賀１号機－



基準地震動ＳＳによる燃料集合体の相対変位を求め，評価基準値と比較することにより評価する。

地震時における燃料集合体の相対変位は，燃料集合体を大型機器地震応答解析モデルにモデ

ル化することにより，大型機器地震応答解析から得られる応答を用いて算定している。

 

相対変位 
発生値 

(mm) 

評価基準値

（mm） 

応答ｽﾍﾟｸﾄﾙ波 34.5 

断層ﾓﾃﾞﾙ波 44.3 
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原子炉建屋

原子炉格納容器

原子炉圧力容器

サーマル
シールド

スタンドパイプ

燃料集合体

ガイドチューブ

コンクリート

ペデスタル
制御棒

ハウジング
（内側）

制御棒
ハウジング

（外側）

インコア
モニタ

ハウジング
（内側）

インコア
モニタ

ハウジング
（外側）
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燃料集合体

大型機器地震応答解析モデル

２７
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応答ｽﾍﾟｸﾄﾙ波

断層ﾓﾃﾞﾙ波

４．（４） 評価結果 （制御棒挿入性） －敦賀１号機－



２８

発生値はすべて評価基準値を下回っており、耐震安全性を確保していることを確認

○

○

○

○

○

○

○

○

判定

時刻歴応答解析8044．3
燃料集合体の
相対変位（mm）

挿入性制御棒

応答倍率法

ｽﾍﾟｸﾄﾙﾓｰﾀﾞﾙ解析

定式化された評価
式を用いた解析

ｽﾍﾟｸﾄﾙﾓｰﾀﾞﾙ解析

時刻歴応答解析

定式化された評価
式を用いた解析

時刻歴応答解析

評価手法

332192応力 （MPa）ﾄﾞﾗｲｳｪﾙ原子炉格納容器

363229応力 （MPa）配管原子炉停止時冷却系配管

15213応力 （MPa）基礎ボルト原子炉停止時冷却系ポンプ

364231応力 （MPa）配管主蒸気系配管

63，30058，200モーメント （ｋN ・m）ｼｭﾗｳﾄﾞｻﾎﾟｰﾄ炉心支持構造物

207191応力 （MPa）基礎ボルト原子炉圧力容器

2．0×10-3１．１97×10-3せん断ひずみ耐震壁原子炉建屋

評価基準値発生値 ※評価項目と単位評価部位評価対象

※ は断層モデル波による発生値を示す

５．安全上重要な主要施設の耐震安全性評価（まとめ）－敦賀１号機－



◆国の委員会において、原子力安全・保安院から示された「活断層等に係る評
価の中間的整理(案)」等を踏まえ、基準地震動の見直しを実施した。

◆その後、国の委員会等における審議を踏まえて地震動の再評価を行い、8月
31日に基準地震動の見直し（追加）を国の委員会においてご説明した。

◆見直した基準地震動Ｓｓに対する主要施設の耐震安全性の評価を行い、耐震
安全性が確保されていることを確認。順次、国の委員会においてご説明してい
るところ。

◆今後も引き続き、国の委員会および福井県原子力安全専門委員会での審議
に真摯に対応していく。

◆また、耐震安全性評価と併行して進めている耐震裕度向上工事についても着
実に取り組んでいく。

６．まとめ
２９



時刻歴応答解析○2．0×10-30．444×10-3せん断ひずみ耐震壁原子炉補助建屋

時刻歴応答解析○2．0×10-30．262×10-3せん断ひずみ耐震壁原子炉建屋

○

○

○

○

○

○

○

○

判定

原子炉格納容器 （PCCV） 時刻歴応答解析2．0×10-30．777×10-3せん断ひずみ耐震壁

応答倍率法2．52．22挿入時間 （秒）挿入性制御棒

応答倍率法

応答倍率法

応答倍率法

応答倍率法

応答倍率法

応答倍率法

評価手法

361250応力 （MPa）配管余熱除去設備配管

2102応力 （MPa）基礎ボルト余熱除去ポンプ

15588応力 （MPa）支持構造物蒸気発生器

346192応力 （MPa）配管1次冷却材管

391143応力 （MPa）炉心そう炉内構造物

462271応力 （MPa）支持構造物原子炉容器

評価基準値発生値 ※評価項目と単位評価部位評価対象

・ は断層モデル波による発生値を示す

※ ・ 原子炉建屋、原子炉補助建屋、原子炉格納容器を除く主要施設は、断層モデル波（10波）のうち５波について評価を実施し、残りの５波については評価中

なお、原子炉建屋は、原子炉格納容器を除いた部位の中で最大値を記載

【参考】 安全上重要な主要施設の耐震安全性評価 －敦賀２号機－ ３０


